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 （注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。 

２．売上高には、消費税等は含んでおりません。 

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しており

ません。 

 当第３四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。 

 なお、第１四半期連結会計期間において、きのこを主体とする青果物卸売業の株式会社一実屋の発行済株式の

100％を取得し、連結の範囲に含めております。 

  また、当第３四半期連結会計期間より報告セグメントの区分を変更しております。詳細は、「第４ 経理の状況 

１ 四半期連結財務諸表 注記事項（セグメント情報等）」に記載のとおりであります。  

  

第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次 
第78期 

第３四半期連結 
累計期間 

第79期 
第３四半期連結 

累計期間 
第78期 

会計期間 
自平成23年４月１日 
至平成23年12月31日 

自平成24年４月１日 
至平成24年12月31日 

自平成23年４月１日 
至平成24年３月31日 

売上高（百万円）  20,978  23,731  30,574

経常利益（百万円）  601  613  1,133

四半期（当期）純利益（百万円）  267  339  543

四半期包括利益又は包括利益 

（百万円） 
 181  281  545

純資産額（百万円）  13,573  13,997  13,937

総資産額（百万円）  21,300  22,958  21,959

１株当たり四半期（当期）純利益金

額（円） 
 22.86  27.70  45.85

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額（円） 
 －  －  －

自己資本比率（％）  63.6  60.8  63.3

回次 
第78期 

第３四半期連結 
会計期間 

第79期 
第３四半期連結 

会計期間 

会計期間 
自平成23年10月１日 
至平成23年12月31日 

自平成24年10月１日 
至平成24年12月31日 

１株当たり四半期純利益金額（円）  9.45  18.39

２【事業の内容】
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 当第３四半期連結累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載

した事業等のリスクについての重要な変更はありません。 

 当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。 

第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

２【経営上の重要な契約等】
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 文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）が判

断したものであります。 

（1）業績の状況 

当第３四半期連結累計期間におけるわが国経済は、３月末に一旦回復するかに見えた日経平均株価もユーロ

圏諸国での経済危機の再燃から４月以降再び下落する展開となり、また中韓との外交摩擦や国内外政治の不安

定感とも相まって引き続き先行き不透明な状況で推移いたしましたが、年末の政権交代による経済政策への期

待感から、日経平均株価の反転および円安の進行等、若干の明るさが見える展開となりました。 

 当社グループの主要事業でありますエネルギー業界におきましては、太陽光等再生可能エネルギーによる電

力の固定買取制度の決定に伴い、新規の投資案件も一気に盛り上がる気配を見せるなど、脱原発への動きから

新たなビジネスの可能性を予感させる展開となりましたが、政権交代に伴うエネルギー政策の転換等引き続き

注視して行く必要があります。 

 このような状況のもと、当社グループは、単一のエネルギーに依存しない「エネルギーのベストミックス」

の一層の訴求に努め、環境負荷の少ないガス体エネルギーであるＬＰガスの需要拡大や、自社用地等への太陽

光発電設備の設置を進めるとともに、再生可能エネルギーを含めたトータルな提案営業を積極的に行いエネル

ギー利用の高効率化・高度化を推進する一方、給油所のスクラップアンドビルド・支店の統合等による徹底し

たコスト削減と適正利益の確保に努めてまいりました。 

 当第３四半期連結累計期間の業績は、第１四半期連結会計期間より株式会社一実屋を連結対象といたしまし

たことや、仕入価格の変動に連動した販売価格の見直し等により、売上高は 百万円（前年同四半期比

％増）となりました。 

 石油類およびＬＰガスの仕入価格変動に応じた機動的な販売価格の見直しや、経費の圧縮等により適正利益

の確保に努めましたが、貸倒引当金の積み増しおよび退職給付債務の増加等から、営業利益は 百万円（前年

同四半期比 ％減）、経常利益は 百万円（前年同四半期比 ％増）となりました。特別利益および特別損

失を加減した税金等調整前四半期純利益は 百万円（前年同四半期比 ％増）となり、税金費用 百万円

（前年同四半期比 ％減）を控除した四半期純利益は 百万円（前年同四半期比 ％増）となりました。

セグメントの業績は、次のとおりであります。 

なお、第２四半期連結累計期間末まで「その他」に含めておりました株式会社一実屋に係る「青果事業」に

つきましては、金額的重要性が増したため、「その他」の事業とは独立した単独の報告セグメントとして記載

する方法に変更しており、前年同四半期比較については、前年同四半期の数値を変更後のセグメント区分に組

み替えた数値で比較しております。  

①エネルギー関連事業 

「エネルギー事業本部」と「環境事業本部」の二事業本部制のもと、自動車燃料を中心とした石油類、環境

負荷の低いＬＰガスならびに太陽光発電等の再生可能エネルギーを含めたトータルな提案営業を積極的に行

い、「エネルギーのベストミックス」の理念のもと、エネルギー利用の高効率化を推進する一方、徹底したコ

スト削減や適正利益の確保に努めてまいりました。 

 これらの結果、エネルギー関連事業における売上高は 百万円（前年同四半期比 ％増）となりました。

②製氷事業・青果事業およびその他 

製氷事業における売上高は 百万円（前年同四半期比 ％増）、第１四半期連結会計期間より連結対象と

なった株式会社一実屋の青果事業の売上高は 百万円、および建設事業・運送事業等のその他の売上高は

百万円（前年同四半期比 ％増）となりました。 

  

（2）事業上及び財務上の対処すべき課題 

 当第３四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。 

  

（3）研究開発活動 

 該当事項はありません。 

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

23,731

13.1

477

3.0 613 2.0

623 11.4 283

2.8 339 26.7

21,072 3.4

256 1.3

1,940

462 31.7
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①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

該当事項はありません。 

該当事項はありません。   

該当事項はありません。 

当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。 

第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式  40,000,000

計  40,000,000

種類 
第３四半期会計期間末現
在発行数（株） 
（平成24年12月31日） 

提出日現在発行数（株） 
（平成25年２月14日） 

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名 

内容 

普通株式  12,300,000  12,300,000

大阪証券取引所 

ＪＡＳＤＡＱ 

（スタンダード）  

単元株式数 

1,000株 

計  12,300,000  12,300,000 － － 

（２）【新株予約権等の状況】

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

（４）【ライツプランの内容】

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日 
発行済株式総
数増減数 

（株） 

発行済株式総
数残高（株） 

資本金増減額
（百万円） 

資本金残高
（百万円） 

資本準備金増
減額 
（百万円） 

資本準備金残
高（百万円） 

平成24年10月１日～ 

平成24年12月31日 
 －  12,300,000  －  1,512  －  379

（６）【大株主の状況】
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当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記

載することができないことから、直前の基準日（平成24年９月30日）に基づく株主名簿による記載をしておりま

す。 

①【発行済株式】 

  

②【自己株式等】 

 該当事項はありません。   

（７）【議決権の状況】

  平成24年12月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式  141,000 － 

権利内容に何ら限定

のない当社における

標準となる株式 

完全議決権株式（その他） 普通株式  12,126,000  12,126 同上 

単元未満株式 普通株式  33,000 － 同上 

発行済株式総数  12,300,000 － － 

総株主の議決権 －  12,126 － 

  平成24年12月31日現在

所有者の氏名又
は名称 

所有者の住所 
自己名義所有株
式数（株） 

他人名義所有株
式数（株） 

所有株式数の合
計（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

サンリン株式会社 

長野県東筑摩郡山

形村字下本郷4082

番地3 

 16,000  －  16,000  0.13

新潟サンリン株式

会社 

新潟県新潟市中央

区東出来島11番18

号 

 125,000  －  125,000  1.02

計 －  141,000  －  141,000  1.15

２【役員の状況】
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１．四半期連結財務諸表の作成方法について 

 当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。 

  

２．監査証明について 

 当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間（平成24年10月１日から平

成24年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成24年４月１日から平成24年12月31日まで）に係る四半期連

結財務諸表について、有限責任 あずさ監査法人による四半期レビューを受けております。  

第４【経理の状況】
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１【四半期連結財務諸表】 
（１）【四半期連結貸借対照表】 

（単位：百万円）

前連結会計年度 
(平成24年３月31日) 

当第３四半期連結会計期間 
(平成24年12月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 4,573 4,326

受取手形及び売掛金 ※1  4,058 ※1  4,791

商品及び製品 1,404 1,511

仕掛品 48 30

原材料及び貯蔵品 168 258

繰延税金資産 156 49

その他 171 308

貸倒引当金 △8 △22

流動資産合計 10,572 11,254

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物 7,881 8,175

減価償却累計額及び減損損失累計額 △6,369 △6,479

建物及び構築物（純額） 1,511 1,696

機械装置及び運搬具 4,301 4,376

減価償却累計額及び減損損失累計額 △3,707 △3,724

機械装置及び運搬具（純額） 593 651

工具、器具及び備品 2,309 2,394

減価償却累計額及び減損損失累計額 △2,022 △2,097

工具、器具及び備品（純額） 287 296

土地 5,720 5,797

建設仮勘定 22 30

有形固定資産合計 8,135 8,473

無形固定資産   

その他 233 244

無形固定資産合計 233 244

投資その他の資産   

投資有価証券 2,328 2,238

繰延税金資産 342 344

差入保証金 222 251

その他 174 219

貸倒引当金 △48 △66

投資その他の資産合計 3,018 2,987

固定資産合計 11,387 11,704

資産合計 21,959 22,958
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（単位：百万円）

前連結会計年度 
(平成24年３月31日) 

当第３四半期連結会計期間 
(平成24年12月31日) 

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 ※1  2,724 ※1  3,785

短期借入金 2,611 3,018

1年内返済予定の長期借入金 71 83

リース債務 0 0

未払法人税等 359 60

賞与引当金 233 74

その他 488 511

流動負債合計 6,489 7,533

固定負債   

長期借入金 160 133

リース債務 1 1

繰延税金負債 80 62

退職給付引当金 834 897

役員退職慰労引当金 247 135

資産除去債務 22 23

その他 184 173

固定負債合計 1,532 1,427

負債合計 8,022 8,961

純資産の部   

株主資本   

資本金 1,512 1,512

資本剰余金 1,248 1,248

利益剰余金 11,086 11,204

自己株式 △40 △40

株主資本合計 13,808 13,926

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 102 44

その他の包括利益累計額合計 102 44

少数株主持分 27 26

純資産合計 13,937 13,997

負債純資産合計 21,959 22,958
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】 
【四半期連結損益計算書】 

【第３四半期連結累計期間】 

（単位：百万円）

前第３四半期連結累計期間 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成23年12月31日) 

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成24年４月１日 
 至 平成24年12月31日) 

売上高 20,978 23,731

売上原価 16,361 18,816

売上総利益 4,616 4,915

販売費及び一般管理費   

給料及び手当 1,347 1,362

賞与 188 194

退職給付費用 85 134

役員退職慰労引当金繰入額 26 28

その他の人件費 434 481

賞与引当金繰入額 51 64

貸倒引当金繰入額 3 34

消耗品費 383 350

減価償却費 376 344

その他 1,226 1,442

販売費及び一般管理費合計 4,124 4,437

営業利益 492 477

営業外収益   

受取利息 3 5

受取配当金 28 28

受取賃貸料 14 17

持分法による投資利益 11 15

保険解約返戻金 － 29

その他 71 65

営業外収益合計 129 161

営業外費用   

支払利息 15 20

その他 5 5

営業外費用合計 20 25

経常利益 601 613

特別利益   

固定資産売却益 49 6

補助金収入 9 28

保険差益 － 81

特別利益合計 58 117

特別損失   

固定資産売却損 34 11

固定資産除却損 37 21

減損損失 27 29

災害による損失 － 6

投資有価証券評価損 － 11

固定資産圧縮損 － 24

特別損失合計 100 107

税金等調整前四半期純利益 559 623

法人税等 291 283

少数株主損益調整前四半期純利益 268 339

少数株主利益 0 0

四半期純利益 267 339
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【四半期連結包括利益計算書】 
【第３四半期連結累計期間】 

（単位：百万円）

前第３四半期連結累計期間 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成23年12月31日) 

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成24年４月１日 
 至 平成24年12月31日) 

少数株主損益調整前四半期純利益 268 339

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 △86 △54

持分法適用会社に対する持分相当額 0 △3

その他の包括利益合計 △86 △58

四半期包括利益 181 281

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 181 281

少数株主に係る四半期包括利益 0 △0
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（１）連結の範囲の変更  

 第１四半期連結会計期間より、株式会社一実屋の発行済株式の100％を取得し完全子会社化したため、同社

および同社の子会社１社を連結の範囲に含めております。 

  

（２）持分法適用の範囲の変更  

 該当事項はありません。 

（減価償却方法の変更） 

 当社および連結子会社は、法人税法の改正に伴い、第１四半期連結会計期間より、平成24年４月１日以降に取

得した有形固定資産について、改正後の法人税法に基づく減価償却方法に変更しております。 

 当該変更に伴い、従来の方法に比べて、当第３四半期連結累計期間の営業利益、経常利益および税金等調整前

四半期純利益が、それぞれ 百万円増加しております。 

当第３四半期連結累計期間（自平成24年４月１日 至平成24年12月31日） 

該当事項はありません。  

当第３四半期連結累計期間（自平成24年４月１日 至平成24年12月31日） 

該当事項はありません。 

【連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更】

【会計方針の変更】

10

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

【追加情報】
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※１ 四半期連結会計期間末日満期手形 

 四半期連結会計期間末日満期手形の会計処理については、手形交換日をもって決済処理をしております。な

お、当第３四半期連結会計期間の末日が金融機関の休日であったため、次の四半期連結会計期間末日満期手形が

四半期連結会計期間末日残高に含まれております。 

  

２ 保証債務 

(1）借入金 

 次の会社について、金融機関からの借入に対し保証を行っております。 

  

 当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四半

期連結累計期間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。）及びのれんの償却額は、次

のとおりであります。 

  

Ⅰ 前第３四半期連結累計期間（自 平成23年４月１日 至 平成23年12月31日） 

配当に関する事項 

      配当金支払額 

Ⅱ 当第３四半期連結累計期間（自 平成24年４月１日 至 平成24年12月31日） 

配当に関する事項 

      配当金支払額 

【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

  
前連結会計年度 

（平成24年３月31日） 
当第３四半期連結会計期間 

（平成24年12月31日） 

受取手形 百万円 88 百万円 76

支払手形  162  116

前連結会計年度 
（平成24年３月31日） 

当第３四半期連結会計期間 
（平成24年12月31日） 

ヨーケン㈱ 百万円 68 ヨーケン㈱ 百万円 56

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

  
前第３四半期連結累計期間 
（自  平成23年４月１日 

至  平成23年12月31日） 

当第３四半期連結累計期間 
（自  平成24年４月１日 

至  平成24年12月31日） 

減価償却費 百万円 435 百万円 377

のれんの償却額  4  31

（株主資本等関係）

  
（決議） 

株式の種類 
配当金の総額
（百万円） 

１株当たり配
当額（円） 

基準日 効力発生日 配当の原資 

平成23年６月24日 

定時株主総会 
普通株式  210  18 平成23年３月31日 平成23年６月27日 利益剰余金 

  
（決議） 

株式の種類 
配当金の総額
（百万円） 

１株当たり配
当額（円） 

基準日 効力発生日 配当の原資 

平成24年６月26日 

定時株主総会 
普通株式  221  18 平成24年３月31日 平成24年６月27日 利益剰余金 
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Ⅰ 前第３四半期連結累計期間（自平成23年４月１日 至平成23年12月31日） 

 １．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報  

                                         （単位：百万円）

（注）「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、運送事業、建設事業等

を含んでおります。  

  

 ２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額の

主な内容（差異調整に関する事項） 

                                      （単位：百万円）  

   

 ３．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報 

（固定資産に係る重要な減損損失） 

 「エネルギー関連事業」セグメントにおいて、地価の継続的下落による回収可能価額の低下に伴い減損

処理を行っております。なお、当該減損損失の計上額は、 百万円であります。 

  

（のれんの金額の重要な変動） 

 該当事項はありません。   

  

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

報告セグメント  その他 
（注) 

  

  

合計 

    エネルギー 
関連事業 

製氷事業 青果事業 計  

売上高   

外部顧客への売上高 

セグメント間の内部
売上高又は振替高  

   

  

  

20,373

1,185

  

  

  

253

－

  

  

  

－

－

  

 

 

20,627

1,185

  

  

  

351

688

20,978

1,873

計   21,559   253   －  21,812   1,039   22,852

セグメント利益又は損

失（△） 
  387   44   －  432   △11   420

 利益  金額 

 報告セグメント計   432

 「その他」の区分の利益   △11

 セグメント間取引消去   76

 のれんの償却額   △4

 棚卸資産の調整額   0

 四半期連結損益計算書の営業利益   492

27
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Ⅱ 当第３四半期連結累計期間（自平成24年４月１日 至平成24年12月31日） 

 １．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報  

                                         （単位：百万円）

（注）「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、運送事業、建設事業等

を含んでおります。   

   

 ２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額の

主な内容（差異調整に関する事項） 

                                      （単位：百万円）  

  

 ３．報告セグメントの変更等に関する事項 

 当第３四半期連結会計期間から、「その他」に含まれていた「青果事業」について量的な重要性が増し

たため報告セグメントとして記載する方法に変更しております。 

 なお、前第３四半期連結累計期間のセグメント情報は、当第３四半期連結累計期間の報告セグメントの

区分に基づき作成したものを開示しております。  

（減価償却方法の変更） 

 会計方針の変更に記載のとおり、法人税法の改正に伴い第１四半期連結会計期間より、平成24年４月１

日以降に取得した有形固定資産について、改正後の法人税法に基づく減価償却方法に変更したため、報告

セグメントの減価償却の方法を改正後の法人税法に基づく方法に変更しております。 

 当該変更に伴う、当第３四半期連結累計期間の営業利益、経常利益および税金等調整前四半期純利益に

に与える影響は、エネルギー関連事業において 百万円、製氷事業・青果事業・その他については、極め

て軽微であります。 

  

 ４．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報 

（固定資産に係る重要な減損損失） 

 該当事項はありません。 

  

（のれんの金額の重要な変動） 

 該当事項はありません。 

報告セグメント  その他 
（注) 

  

  

合計 

    エネルギー 
関連事業 

製氷事業 青果事業 計  

売上高   

外部顧客への売上高 

セグメント間の内部
売上高又は振替高  

   

  

  

21,072

1,462

  

  

  

256

－

  

  

  

1,940

－

  

 

 

23,269

1,462

  

  

  

462

868

23,731

2,330

計   22,534   256   1,940  24,731   1,330   26,062

セグメント利益   315   43   44  403   27   430

 利益  金額 

 報告セグメント計   403

 「その他」の区分の利益   27

 セグメント間取引消去   66

 のれんの償却額   △19

 棚卸資産の調整額   0

 四半期連結損益計算書の営業利益   477

10
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 １株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

（注）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。  

 該当事項はありません。  

 該当事項はありません。 

（１株当たり情報）

  
前第３四半期連結累計期間 
（自 平成23年４月１日 

至 平成23年12月31日） 

当第３四半期連結累計期間 
（自 平成24年４月１日 

至 平成24年12月31日） 

１株当たり四半期純利益金額 円 銭 22 86 円 銭 27 70

（算定上の基礎）     

四半期純利益金額（百万円）  267  339

普通株主に帰属しない金額（百万円）  －  －

普通株式に係る四半期純利益金額（百万円）  267  339

普通株式の期中平均株式数（千株）  11,712  12,240

（重要な後発事象）

２【その他】
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 該当事項はありません。 

第二部【提出会社の保証会社等の情報】
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 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているサンリン株式会

社の平成24年４月１日から平成25年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（平成24年10月１日から平成

24年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成24年４月１日から平成24年12月31日まで）に係る四半期連結財務

諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期レ

ビューを行った。 

  

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任 

 経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。 

  

監査人の責任 

 当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。 

 四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。 

 当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。  

  

監査人の結論 

 当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、サンリン株式会社及び連結子会社の平成24年12月31日現在の財政状態

及び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要

な点において認められなかった。 

  

利害関係  

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

  

  独立監査人の四半期レビュー報告書   

平成25年２月12日

サンリン株式会社 

取締役会 御中 

有限責任 あずさ監査法人 

  
指定有限責任社員
業務執行社員 

  公認会計士 轟  芳英  印 

  
指定有限責任社員
業務執行社員 

  公認会計士 森田  亨  印 

１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。 

２．四半期連結財務諸表の範囲には、ＸＢＲＬデータ自体は含まれておりません。 



【表紙】

【提出書類】 確認書 

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の８第１項 

【提出先】 関東財務局長 

【提出日】 平成25年２月14日 

【会社名】 サンリン株式会社 

【英訳名】 SANRIN CO.,LTD. 

【代表者の役職氏名】 代表取締役社長 柳澤 勝久 

【 高財務責任者の役職氏名】 該当事項はありません。 

【本店の所在の場所】 長野県東筑摩郡山形村字下本郷4082番地３ 

【縦覧に供する場所】 株式会社大阪証券取引所 

（大阪市中央区北浜一丁目８番16号） 



 当社代表取締役柳澤勝久は、当社の第79期第３四半期（自平成24年10月１日 至平成24年12月31日）の四半期報告

書の記載内容が金融商品取引法令に基づき適正に記載されていることを確認しました。 

 特記すべき事項はありません。 

１【四半期報告書の記載内容の適正性に関する事項】

２【特記事項】




